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平成27年度の新規事業・施策について紹介いたします。詳細は関連ページをご覧ください。 

 

Topics1:「第二次倉敷市緑の基本計画」策定 
関連ページ 本編19～21ページ 

の将来像として、「豊かな緑と水に囲まれた環

境、花と緑あふれる暮らしを未来につなぎま

す。」という基本理念を掲げた「第二次倉敷市

緑の基本計画」を平成28年3月に策定しました。今後は、

この基本計画に基づき、緑を守り、緑を創り、花と緑あふ

れるまちづくりを協働で展開していきます。 

 
 

Topics2:住宅用太陽熱利用システム設置費補助事業開始 
関連ページ 本編78～79ページ 

れの国岡山というめぐまれた地域特性

を活かして太陽熱エネルギーの活用を

推進し、家庭の省エネルギー化を進め、

温室効果ガスの排出抑制を図るため、住宅に太

陽熱利用システムを設置される方を対象とした補

助事業を開始しました。太陽のエネルギーを有効利用することで、再生可能エネル

ギーの普及を図り、市民の皆様とともに、地球温暖化対策に積極的に取り組んでい

ます。 

 
 
  

緑 

晴 
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第１部 倉敷市の環境行政と概況 

１ 環境に関する市民の関心 

本編 6～7 ページ 

倉敷市第二次環境基本計画に掲げる目標値の平成 27年度の達成状況の把握のため、平成 28年 1月

に、市民 2,000 人（回答者数 885 人）に対して、市民の方が感じている身近な環境についての満足度や重

要度を把握する市民アンケート調査を実施しました。結果は次表のとおりです。 

◆市民アンケート調査結果     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境についての市民アンケート調査結果    

重
要
度
（
重
要
で
あ
る
と
回
答
し
た
方
の
割
合
）（
％
） 

満
足
度
（
現
状
で
効
果
が
上
が
っ
て
い
る
（
満
足
し
て
い
る
）

と
回
答
し
た
方
の
割
合
）（
％
） 

①多様な自然環境を保全し、自然との
ふれあいを促進します  
②まちの緑化を推進し、うるおいと安ら
ぎのある生活空間の形成を目指します  
③瀬戸内海と高梁川の恵みを生かし、
伝統に根づいた風格のある美しい倉
敷の景観づくりを推進します  
④環境と経済の好循環の創出により、
地域の活性化を目指します 
 
⑤良好な水環境の保全に努めます 
 
⑥クリーンな大気環境の保全に努めま
す 
 
⑦安心・安全な生活環境の実現に努
めます 
 
⑧生産、消費段階を含めた「ごみ」そ
のものの排出抑制を推進します 
 
⑨廃棄物の減量化・資源化の推進及
び適正処理に努めます 
 
⑩温室効果ガス削減の取組を推進し
ます  
⑪地域特性を活かした再生可能エネ
ルギーの積極的利用により、資源・エ
ネルギー循環型の社会を目指します  
⑫環境教育・環境学習を推進し、環境
意識を持ち行動できる人を増やします 
 
⑬次世代を担う子どもたちへの環境教
育を充実し、行動できる人を育てます 
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２ 環境行政経費 

本編 7 ページ 

近年、本市の決算額に占める環境関係経費の総額及び環境関連経費の割合は横ばいで推移していま

す。 

良好な環境を維持していくためには、多くの経費が必要ですが、限られた予算のなかで、より大きな成

果が得られるように事業を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

決算額に占める環境関連経費の割合 

329 313 289 547 489 897 538 481 460 405 

263 249 249 580 522 565 597 485 444 416 

8,909  8,228  8,151  7,992  7,781  7,320  7,286  7,908  7,613  
9,860  

3,046  2,930  2,761  2,674  2,594  2,552  2,437  2,365  2,259  

2,250  
1,436  

1,065  1,119  1,819  1,244  2,424  
966  1,112  

1,078  

963  

10,388  12,570  

13,086  
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（％） （百万円） 

年度 

決算額に占める環境関連経費の割合 

環境保全関連費 環境衛生関連費 

清掃関連費 公害保健関連費 

公園緑化関連費 下水道関連費 

環境関連経費の市の決算額に占める割合 
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第２部 環境施策の推進 

１ 自然環境の保全  本編 11 ページ 

市域の生物多様性 ＊の保全と、自然と私たちヒトとの共生を目指して、倉敷市環境基本計画の基本目標

の一つである「環境と地域の社会・経済との調和が保たれ、豊かな自然と魅力的な景観を有しているまち」

を目標に掲げ、さまざまな取り組みを行っています。実行計画として、平成 25 年度に、新たに生物多様性

基本法に基づく「倉敷市生物多様性地域戦略」を策定し、事業を実施しています。 

 

本編 13 ページ 

倉敷市自然環境保全条例の規定に基づいて委嘱した自然保護監視員に対し、倉敷の自然をまもる会と

共催で高梁川干潟の観察会や、環境省が国民運動として取組む「つなげよう、支えよう、森里川海」プロジ

ェクトのミニフォーラムに参加するなど、3 回の研修会を実施しました。 

 

本編 13 ページ 

開発行為などの事前協議において、事業者に希少野生生物への配慮、生活環境の保全、法面の緑化

などに関する指導を行っています。平成 27年度は 100件の協議を行い、このうち 4件について、野生生物

の保護、外来生物対策などについて要請しました。 

 

本編 14 ページ 

市で策定した自然環境保全マニュアルを活用し、公共工事に関係する市職員を対象とした研修を行っ

ています。平成 27 年度は、生物多様性とその保全に関する基礎知識、希少野生生物の保護、保全及び

市内におけるこれまでの実践事例などについて研修を行いました。 

 

２ 水環境の保全  本編 27 ページ 

水環境の状況を把握するために、河川、海域及び地下水の水質監視を行うとともに、工場・事業場に対

しては、法等に基づき立ち入り検査を行うなど、指導しました。 

 

本編 30～32 ページ 

海域において、生活環境項目の環境基準が利用目的に応じてＡ類型・Ｂ類型・Ｃ類型に指定され、それ

ぞれ化学的酸素要求量（ＣＯＤ）＊などの基準値が設定されています。また、瀬戸内海は赤潮 ＊が発生する

など富栄養化 ＊の傾向がみられるため、その原因物質となる全窒素 ＊及び全りん ＊の環境基準が利用目

的に応じてⅡ類型・Ⅲ類型に指定され、それぞれ基準値が設定されています。近年、瀬戸内海では栄養

塩類＊の低下による貧栄養化＊を指摘する意見もあり、全窒素及び全りんについて注視していく必要があり

ます。 

平成 27 年度の海域における環境基準の達成率は COD では、一部の水域で環境基準を達成できませ

んでした。過去 10 年間の推移をみてみると、ＣＯＤでは、ほぼ横ばいの状態が続いていましたが、Ａ類型

及びＢ類型の水域では平成 26 年度に上昇しています。 

 

 

（１）倉敷市自然保護監視員 

（２）開発行為事前協議 

(３) 自然環境保全マニュアル研修会 

（１）海域の水質の状況 
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各類型におけるＣＯＤの経年変化(75％値) 

  

 

 

水質測定点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

年度 

Ａ類型 

510 804 環境基準値 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

年度 

Ｂ類型 

505 508

509 環境基準値 

0

2

4

6

8

10

18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

年度 

Ｃ類型 

501 504 環境基準値 

 

■化学的酸素要求量（ＣＯＤ） 

水質の代表的な指標の一つであり、数値が高いと汚れていることになります。 

■赤潮 

主として植物プランクトンの異常増殖により、海水が赤褐色になる現象。養殖魚類などに被害を発生させ

ることがあり、富栄養化が原因の一つである。 

(※)環境基準点 

※これらのグラフは環境基準点に

おけるデータです 
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本編 33 ページ 

地下水は、良質で年間を通じて温度の変化が少ない水資源として、古くから生活用水に利用され、また、

工業用水にも利用されています。 

平成元年度から市内の地下水の水質の状況を把握するために毎年 5 地点以上の井戸について概況調

査を行っています。調査の結果、揮発性有機化合物（ＶＯＣ）＊などの環境基準を超過した井戸については、

毎年定期モニタリング調査を継続しています。 

環境基準を超過した井戸の所有者に対しては飲用しないよう助言し、また、揮発性有機化合物等を使

用する事業場に対しては地下浸透の防止を指導しています。 

平成27年度の地下水調査結果 (単位：mg/l) 

調査
区分 

地  区 
調査 
井戸数 

環境基準を
超過した 
井戸数 

テトラクロロ 
エチレン* 

ひ素 ふっ素 
硝酸性及び 

亜硝酸性窒素* 

概
況 

その他※ 6 1 0.0005未満 
0.005未満 
～0.005 

0.10 
～0.29 

0.12 
～13 

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
定
期 

沖 1 0 0.0068 － － － 

児島唐琴 4 3 
0.0005未満 
～0.067 

－ － － 

中島 1 0 0.0005未満 － － － 

堀南・大島 3 3 － 
0.026 
～0.062 

－ － 

環境基準値 0.01 以下 0.01 以下 0.8 以下 10 以下 

（－：測定値なし） 

※木見、児島下の町、玉島黒崎、玉島柏島、真備町箭田及び連島中央 

 

 

 

 

（２）地下水の状況 

 

■富栄養化 

 湖沼や内湾などの閉鎖性の強い水域は窒素、リンなどの栄養塩類が滞留しやすく、太陽光線を受けて単

細胞の藻類や植物プランクトンが増殖する。栄養塩類の濃度が高い状態になることを富栄養化という。 

■全窒素 

 水中にある窒素化合物の各形態の窒素を合わせたものを全窒素といい、富栄養化の原因物質の一つで

す。 

■全りん 

 水質分析では有機態りんも含めたりんの総量として全りんが測定されます。 

■栄養塩類 

 窒素やリンなどを主成分とした生物の栄養として必要な塩類のこと。 

■貧栄養化 

 湖沼や内湾などの水域で窒素、リンなどの栄養塩類が不足した状態を表す。栄養不足により海苔の色落

ち（本来黒褐色であるノリの色が黄褐色になる現象）が発生しやすくなる。 
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本編 33～35 ページ 

全国一律に定められた排水基準や岡山県が業種や排水量などに応じ

て定めた上乗せ排水基準 ＊をもとに、工場・事業場への指導を行っていま

す。 

また、水島コンビナートの企業などとは、環境保全協定＊を締結し、これ

に従って監視・指導を行っています。 

立入調査結果 

 立入工場・事業所数 水質調査排水口数（延べ） 違反数（違反率(％)） 

平成 27年度 133 390 7（1.8） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 大気環境の保全  本編 37 ページ 

クリーンな大気環境は、私たちの健やかな暮らしに欠かすことのできないものです。工場・事業場への規

制や、自動車排ガスの削減の推進など、大気環境を守るための事業を行っています。 

 

 

（３）工場・事業場への対応 

工場排出水の採水 

 

 

■上乗せ排水基準 

都道府県が水質汚濁防止法で定める全国一律の排水基準では十分でないと判断した場合に定める更

に厳しい基準のことです。 

■環境保全協定（公害防止協定） 

公害防止のひとつの手段として地方自治体や住民等が企業との間で締結する協定をいいます。企業の

責務内容を法令より厳しく定め、企業が自主的に公害防止に努めるものです。 

 

■揮発性有機化合物（ＶＯＣ） 

常温で揮発しやすい化合物のことで、ＶＯＣとは、Volatile Organic Compounds の略。吸入による頭痛や

めまい、腎障害などの有害性や発ガン性などの可能性が指摘されている。有害大気汚染物質及び水質汚

濁に係る健康項目として、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ベンゼンなどが指定されている。 

■テトラクロロエチレン 

エーテルに似た臭気の揮発性が高い無色透明な液体で、引火性が低く、親油性であることからドライクリ

ーニングや金属部品の洗浄などに使われてきた。地下水汚染等が社会問題となり製造・使用量が減少し、

現在では、代替フロンの原料としての用途が最も多くなっている。 

■硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 

肥料、家畜のふん尿及び生活排水に含まれる窒素分が微生物により酸化されること等で発生し、地下水

汚染の原因となる事がある。 

乳児が硝酸性及び亜硝酸性窒素を多量に摂取すると、ヘモグロビンの働きを阻害し、酸素欠乏症を起こ

す事がある。 



- 8 - 
 

本編 37～38 ページ 

工場から排出される大気汚染物質については、大気汚染防止法や岡山県環境への負荷の低減に関す

る条例に基づき、硫黄酸化物（ＳＯx）＊、窒素酸化物（ＮＯx）＊、ばいじん *、有害物質等の排出を規制する

ため、これらの工場や事業場に立入調査を実施し、施設の届出状況や自主測定結果の確認、施設の排ガ

ス中のばい煙測定などを実施し、法令の遵守状況を確認しています。 

大気汚染防止法に基づく立入結果 

 立入調査事業所数 違反事業所数と違反内容 

抜取調査 10 0 

自主測定調査 30 4 未実施及び記録の不備等 

届出内容調査 30 2 設置・変更未届、4 廃止未届 

排出ガス調査 25 施設 1 施設 

 

岡山県環境への負荷の低減に関する条例に基づく立入結果 

有害ガス 立入調査事業所数 違反事業所数 

アセトニトリル 2 0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本編 40～42 ページ 

大気環境の状況を把握し、市民へ適切な情報提供を行うために、次の事業を行いました。 

 

◇自動測定機による大気環境の監視 

二酸化硫黄及び二酸化窒素、浮遊粒子状物質 ＊、微小粒子状物質 ＊、光化学オキシダント ＊、一酸化

炭素 ＊の大気汚染常時監視の測定結果（年平均値）の経年変化は、下のグラフのとおりです。 

（１）工場・事業場への対応 

（２）大気汚染常時監視 

 

■硫黄酸化物（ＳＯx） 

二酸化硫黄（ＳＯ２）や三酸化硫黄（ＳＯ３）などの硫黄の酸化物の総称で、硫黄を含む燃料などを燃やす

ことにより発生します。人の健康に悪影響を与えたり、酸性雨の発生原因として生活環境に被害を及ぼした

りします。 

■窒素酸化物（ＮＯx） 

一酸化窒素（ＮＯ）と二酸化窒素（ＮＯ２）などの窒素の酸化物の総称で、主として重油、ガソリン、石炭な

どの燃料を燃やすことにより発生します。 

呼吸器疾患の原因となるだけでなく、光化学オキシダントの原因物質の一つです。 

■ばいじん 

すすや燃えかすの固体粒子状物質のことをいいます。 
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光化学オキシダントについて、全測定局で環境基準値を超過しました。浮遊粒子状物質について 1 局

（松江局）で環境基準値を超過しました。微小粒子状物質について、1 局（真備局）を除き環境基準値を超

過しました。また、非メタン炭化水素について、全測定局で指針値を超過しました。その他の項目について、

全測定局で環境基準値を達成しました。 
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大気汚染常時監視の測定結果（年平均値）の推移

二酸化硫黄(SO2) 浮遊粒子状物質（SPM） 光化学オキシダント(Ox)

二酸化窒素(NO2) 微小粒子状物質(PM2.5) 一酸化炭素（CO）

 

■浮遊粒子状物質（ＳＰＭ） 

大気中に浮遊する粒子状物質で、その粒の直径が 0.01mm 以下のものをいいます。大きさが非常に小さ

いため、軽く、すぐには落下せず大気中を浮遊します。工場・事業場、自動車、船舶などで使われる燃料が

燃焼する過程で、すす等として発生するほか、自動車の走行によって地上から舞い上がることもあります。一

方、自然界でも、黄砂や火山灰等により発生します。 

■微小粒子状物質（PM２．５） 

大気中に浮遊する粒子状物質のうちでも特に粒径の小さいものをいいます（粒径 2.5μm 以下の微小粒

子状物質）。 

PM2.5 は粒径が小さいため、呼吸器の奥深くまで入り込みやすいことなどから、人への健康影響が懸念さ

れており、平成 21 年度に環境基準が設定されました。 

■光化学オキシダント 

大気中の窒素酸化物（ＮＯｘ）と炭化水素（ＨＣ）が太陽光線の中に含まれる紫外線を受けて、光化学反

応をおこし、生成するオゾン、アセトアルデヒドなどをまとめて光化学オキシダントといいます。主成分はオゾ

ンです。大気中で雲や霧のようなスモッグと呼ばれる状態になり、光化学スモッグといいます。 

高濃度になった場合には、人の目やのどへの刺激や、植物にも影響を与えるといわれているため、注意

報等の発令を行い、人体被害の未然防止に努めることとしています。 

■一酸化炭素（ＣＯ） 

一酸化炭素（ＣＯ）は、ものが燃えるときに、不完全燃焼をすることで発生します。主な発生源は自動車で

す。 
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本編 43～44 ページ 

倉敷市では、光化学オキシダント濃度が上昇しやすい夏期の4か月（5月10日から9月10日まで）を「大

気汚染防止夏期対策期間」と定め、岡山県と協力し、監視を強化しています。光化学オキシダント濃度が

上昇した場合には、「オキシダント情報・注意報」を発令し、ＦＭ放送やインターネット、電子メールを通じて

発令状況を周知するとともに、学校等に連絡して被害が出ないように注意を促しています。 

また、情報・注意報の発令中は、水島地区の主要な工場に対して、光化学オキシダントを生成する原因

となる窒素酸化物や炭化水素の排出量削減を要請しています。 

平成 27 年度の本市における情報の発令回数は 9 回で、そのうち 2 回が注意報の発令に至りました。情

報及び注意報の発令回数ともに、前年度と比較して増加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本編 44～45 ページ 

平成27年度は、倉敷美和局、松江局、春日局、塩生局、乙島東幼稚園、呼松局及び環境監視センター

の 7 箇所で有害大気汚染物質 ＊の調査を行いました。 

調査を行っている有害大気汚染物質のうち、環境基準が定められているベンゼン ＊、トリクロロエチレン
＊、テトラクロロエチレン及びジクロロメタン ＊の 4 物質についての平成 27 年度の測定結果は次のとおりで

す。これらの 4 物質すべてについて、環境基準値を超過していませんでした。 

平成 27 年度の有害大気汚染物質測定結果（環境基準項目）            （単位：µg/ｍ3） 

  
倉敷 

美和 
松江 春日 塩生 

乙島 

東幼 

稚園 

呼松 
監視 

ｾﾝﾀｰ 

環境 

基準 

ベンゼン 1.1 2.3 1.7 1.5 1.3 2.2 1.6 3 

トリクロロエチレン 0.078 1.1 0.13 0.13 0.073 0.66 0.10 200 

テトラクロロエチレン 0.050 0.28 0.071 0.073 0.12 0.30 0.075 200 

ジクロロメタン 0.77 1.3 0.63 0.89 0.79 0.89 0.83 150 

（３）大気汚染防止夏期対策 

（４）有害大気汚染物質の測定結果 

0
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４ 騒音・振動・悪臭の規制  本編 48 ページ 

騒音と振動は、人々の感覚や心理に影響を与えるもので、毎年多くの苦情や相談が寄せられています。

倉敷市では、この問題解決のため、工場・事業場に対する指導や環境騒音 ＊の状況を把握することにより、

その改善に努めています。 

また、悪臭とは、人に不快感・嫌悪感を与える「におい」であり、その「不快なにおい」により生活環境を損

ない、感覚的・心理的な被害を与えるものです。悪臭は風などに運ばれ広がり、その影響が広範囲に及ぶ

こと、嗅覚の個人差や、嗜好・体調にも大きく左右される規制の難しい環境問題です。 

 

本編 51 ページ 

新幹線鉄道騒音に係る環境基準及び振動対策指針値 ＊の達成状況を把握するために、市内 3 地点に

おいて騒音・振動を測定しています。新幹線鉄道に係る騒音及び振動測定結果は、下表のとおりです。 

新幹線騒音・振動測定結果（線路から 25ｍ地点）           （単位：dB） 

 
騒音 振動 

上東 道越 船穂 上東 道越 船穂 

測定結果 73 72 75 57 55 55 

環境基準 

（振動は指針値） 
70 70 

 

騒音の測定結果については、3 地点とも基準値を超過していたため、JR 西日本に対して早期の騒音対

策を要請しました。 

また、振動の測定結果については振動対策指針値以下でした。 

 

 

 

 

 

 

（１）新幹線鉄道に係る騒音及び振動測定結果 

 

■有害大気汚染物質 

従来の硫黄酸化物などの大気汚染物質のような急性毒性はないものの、微量でも継続的に摂取される場

合には人の健康を損なうおそれのある物質です。 

ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタンの 4 物質については、早急な抑制の必

要があり、環境基準が定められています。 

■ベンゼン 

さまざまな化学物質の原料として多方面の分野で使われており、ガソリンなどに含まれています。 

■トリクロロエチレン 

機械部品や電子部品の脱脂洗浄に使われていました。 

■ジクロロメタン 

塗料等の溶剤、ウレタン発泡助剤、エアロゾルの噴射剤、金属洗浄剤、冷媒等に使用されています。 

 

■環境騒音 

環境騒音とは、主に交通騒音、生活騒音等、私たちが生活する場所から発生する複合した騒音の総称の

ことです。 

新幹線騒音振動測定 
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本編 52～53 ページ 

本市では、工場や事業場の事業活動に伴って発生する悪臭について市内全域が規制の対象地域に定

められており、生活環境を損なうおそれのある 22 種類の特定悪臭物質 ＊について､その特性により「敷地

境界での濃度」、「気体の排出口での濃度」、「排出される水に含まれる濃度」の基準が定められ、悪臭が

発生する状況に応じた基準で規制しています。 

特定悪臭物質を発生する工場や事業場への立入調査・測定を、平成27年度には 17事業場に対して実

施しました。すべての事業場において、敷地境界・排出水基準を超過していませんでした。 

悪臭測定結果（○：測定を実施 －：測定せず） 

 

 

 

 

 

 

 

業 種 

事

業

場

数 

測定場所 

測定物質 
規制基準 

適・否 敷地境界 煙突 排出水 

塗装業 1 ○ － － 
イソブタノール、酢酸エチル、メチル

イソブチルケトン、トルエン、スチレ

ン、キシレン 

○ 

廃棄物処理場 1 ○ － － ○ 

化学工業 2 ○ － － ○ 

倉庫業 1 ○ － － 

トリメチルアミン 

プロピオン酸、ノルマル酪酸、ノルマ

ル吉草酸、イソ吉草酸 

○ 

繊維工業 10 － － ○ メチルメルカプタン、硫化水素、硫化

メチル、二硫化メチル 

○ 

下水処理場 1 － － ○ ○ 

アスファルト合

材プラント 
1 ○ － － 

メチルメルカプタン、硫化水素、硫化

メチル、二硫化メチル 

アセトアルデヒド、プロピオンアルデ

ヒド、ノルマルブチルアルデヒド、イソ

ブチルアルデヒド、ノルマルバレルア

ルデヒド、イソバレルアルデヒド、イソ

ブタノール、酢酸エチル、メチルイソ

ブチルケトン、トルエン、スチレン、キ

シレン 

○ 

（２）悪臭規制による立入調査 

 

■振動対策指針値 

新幹線鉄道の列車走行に伴い発生する振動について、その振動レベルが著しく、緊急に振動源・障害

防止対策を講じるべきとされる値で、70dB とされています。 

 

■特定悪臭物質 

アンモニア、メチルメルカプタンなどの不快なにおいの原因となる物質のうち、生活環境を損なうおそれの

あるものを政令で定めている。現在 22 物質が、特定悪臭物質として定められている。 
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５ 化学物質による汚染状況の把握 

本編 54～55 ページ 
市内の公共用水域の常時監視地点において、ダイオキシン類 *の水質及び底質 *の調査を実施してい

ます。河川 6 地点、海域 8 地点の水質及び底質について、平成 27 年度はすべての地点で環境基準を達

成していました。 

地下水については、市内の井戸を 3 地点選定して調査を実施しました。3 地点のうち、1 地点で環境基

準を超過していました。基準超過の原因は不明ですが、周囲の汚染は確認されていません。 

公共用水域及び地下水中のダイオキシン類調査結果のまとめ             （pg-TEQ/ｌ） 

 調査地点数 濃度範囲 環境基準 

公
共
用
水
域 

河 川 (水質) 6 0.11～0.52 
1以下 

海 域 (水質) 8 0.017～0.12 

河 川 (底質) 6 1.8～27 
150以下 

海 域 (底質) 8 0.11～13 

地下水質 3 0.016～5.0 1以下 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 公害苦情 

本編 56 ページ 

公害に関する苦情は、市民の日常生活に密着していて、市民の

環境に対する要求を強く反映しています。本市では、地域生活環

境の保全の観点から、苦情や相談に対し、すみやかに現地調査を

行い、当事者に必要な指導や助言を行うよう努めています。 

 

 

 

 

 

ダイオキシン類調査 

公害苦情の対応 

 

■ダイオキシン類 

ポリ塩化ジベンゾパラジオキシン（ＰＣＤＤ）、ポリ塩化ジベンゾフラン（ＰＣＤＦ）及びコプラナーポリ塩化ビ

フェニルの総称です。塩素の付く位置と数によってＰＣＤＤは75種類、ＰＣＤＦは135種類、またコプラナーＰ

ＣＢは十数種類の物質があり、そのうち、毒性があるとみなされるのは 29 種類です。 

■底質 

河川、湖沼、海洋などの水底を形成する表層土及び岩盤の一部と、その上の堆積物をあわせたものをい

う。 

底質を調査することによって、汚濁の進行傾向や速度について有用な情報を得ることができる。 
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イエローカード設置例 

 

７ 地域の環境美化の推進 

本編 57～58 ページ 

平成 27 年 9 月から 12 月まで、飼い犬ふん害対策「イエローカード

作戦」の実施団体を募集しました。「イエローカード作戦」は、地域住

民に主体となって取り組んでもらう、犬のふん放置対策です。放置さ

れた犬のふんを発見した場合に、ふんを持ち帰るよう呼びかける内容

の「イエローカード」を設置し、2 週間程度経過を観察し、飼い主自身

による撤去を促すものです。地域に監視の目があることを飼い主に認

識してもらうことで、飼い主のマナーが向上し、ふん放置がなくなるこ

とを目指しています。平成 27年度は市内 102団体が「イエローカード作

戦」を実施し、実施後のアンケートでは約 9 割の団体で「効果があった」

との回答がありました。 

 

 

８ 廃棄物減量とリサイクルの推進  本編 60 ページ 

ごみの大量発生は、限りある資源のむだづかいになるだけでなく、処分に伴う環境への悪影響も心配さ

れます。また、埋立をするための処分地の確保も困難な状況となっています。このため、できる限りごみを

減らし、リサイクルを行うなど資源を有効に利用できる仕組み作りが必要になっています。 

 

本編 61 ページ 

平成 27 年度のごみ（一般廃棄物）の排出量は約

174 千 t でした。前年対比で約 1％（1,500ｔ）減量しま

した。しかしながら、家庭ごみ、事業ごみともに、過去

最低水準だった平成 25 年度よりも高い水準であり、

一層のごみの排出抑制、再資源化に対する周知・啓

発等の取り組みが必要です。 

 

 

本編 61 ページ 

ごみの減量・リサイクルと適正処理、また焼却施

設・最終処分場の延命化のため、平成 11年 7月から

市内全域で 5 種分別収集を行っており、資源ごみの

細分化を含めると現在 14 分別を行っています。 

平成 27年度の資源ごみは 8.1 千 t であり、前年度

とほぼ同量です。しかし、燃やせるごみの中に、ペッ

トボトルや雑紙等の資源ごみが20％以上の割合で混

入している状況のため、さらなる分別の徹底・啓発が

必要です。 

 

イエローカード作戦 

（１）ごみの排出量の推移 

（２）5 種 14 分別収集 
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68 67 70 68 68 72 71 
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本編 61～62 ページ 

倉敷市のリサイクル率は、48％前後で全国的にも

高いレベルで推移しており、この要因として、資源循

環型廃棄物処理施設が家庭から収集したごみを資

源化処理していることなどが考えられます。（平成 27

年度は 51.6％） 

しかし、資源循環型処理施設分を除くとリサイクル

率は、13.0％と低水準であること、ごみの排出量が依

然として高水準であることなどから、出前講座やごみ

ステーションでの早朝指導、広報紙などを通じての

呼びかけなどにより、ごみの減量やリサイクルに対す

るより一層の取組みや意識の醸成を進める必要があります。 

 

本編 62～63 ページ 

家庭から出る生ごみをリサイクルするとともに、市民のリサイクル意識を高め、ごみの減量を進めるため、

「生ごみ処理容器購入費補助金交付制度」を設けて、生ごみたい肥化容器（コンポスト）などの購入費の一

部を補助しています。 

22 年度以降減少傾向が続いていましたが、平成 26 年度は、広報紙で生ごみたい肥化に関する特集を

組んだこと、平成 21 年度以前に購入した容器の買い換えの時期にあたったことなどから交付申請数は再

び増加に転じたものの、平成 27 年度の交付申請数は減少しました。 

生ごみ処理容器購入費補助金交付状況 

区分 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

生ごみたい

肥化容器 

基数 669 627 378 308 281 194 212 237 

補助金額 

（千円） 
1,840 1,954 1,098 1,037 912 632 694 771 

電気式生ご

み処理機 

基数 375 435 181 115 109 96 159 104 

補助金額 

（千円） 
9,258 12,472 5,151 3,266 3,131 2,693 4,239 2,888 

 

 

９ 地球温暖化対策  本編 73 ページ 

地球温暖化・オゾン層破壊・酸性雨・熱帯雨林の減少など地球的規模の環境問題は、倉敷市だけの取

り組みで解決できる問題ではありません。しかし、その原因は私たちの生活と密接に結びついていますの

で、一人ひとりが毎日の生活や事業活動の中で、環境に配慮した行動を続けていかなければなりません。 

また、地球温暖化防止の対策を行っていくには、省エネルギーの推進とともに化石燃料から脱却し、新

エネルギーの導入促進を図っていくことが必要不可欠です。 

 

 

 

 

（３）リサイクルの達成状況 

（４）生ごみ処理容器の補助金 

47.8 48.0 46.2 47.4 47.1 48.4 51.6 

15.0 15.0 14.5 14.2 14.1 13.3 13.0 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

21 22 23 24 25 26 27

リサイクル率の推移

リサイクル率 リサイクル率

(資源循環型施設分除く)（％）

（年度）



- 16 - 
 

本編 76～77 ページ 

本市では、走行中に二酸化炭素や大気汚染物質を排出しない電気自動車の普及を目指し、平成 22 年

度より市民や事業者が電気自動車を購入したり、不特定多数の人が利用できる駐車場に充電設備を設置

する場合、その費用の一部を補助しています。平成 27 年 10 月からは、プラグから充電された電気のみで

の走行時には、電気自動車と同等の環境性能を持つプラグインハイブリッド自動車にも、補助対象を拡大

しました。 

【補助金額（平成27年度）】 

 補助対象経費 補助金の額 

電気自動車・プラグインハイ

ブリッド自動車の購入 
本体購入費 

1台当たり20万円（購入額が20万円未満の場

合は、当該購入額） 

充電設備の設置 
購入費及び設置工

事費の合計額 

補助対象経費に2分の1を乗じて得た額

（1,000円未満の端数は切り捨て） 

上限50万円（急速充電器の場合。それ以外

は上限10万円） 

 

【補助件数】 

電気自動車の購入 H25 H26 H27 H22年度からの累計 

アイ・ミーブ 14台  15台  7台  143台      

ミニキャブ・ミーブ 12台  5台  5台    49台      

リーフ 34台  39台  13台  116台      

アウトランダーPHEV   29台 29台 

その他 3台  3台  5台  11台      

合  計 63台  62台  59台  348台      

 

 H25 H26 H27 H22年度からの累計 

充電設備の設置 0基 1基 0基 5基 

 

本編 77～78 ページ 

本市では、日照時間の長い恵まれた自然特性を活かし、環境負荷の少ない再生可能エネルギーの普

及促進を図るため、平成 16 年度より、住宅用太陽光発電システム設置者への補助を行っています。 

【戸建住宅用太陽光発電システムの補助件数と補助単価】 

 補助件数 補助件数の累計 補助単価(1ｋＷあたり) 補助の上限 

H23 1,536 件 4,749 件 新築・建売 2 万円 

既築・中古 2.5 万円 

4kW 

H24 1,590 件  6,339 件 

H25 961 件 7,300 件 

既築・中古 2 万円 H26 489 件 7,789 件 

H27 423 件 8,212 件 

 

（１）電気自動車等導入促進補助制度 

（２）住宅用太陽光発電システム設置費補助制度 
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【共同住宅用太陽光発電システムの補助件数と補助単価】 

 補助件数 補助件数の累計 補助単価（1kW あたり） 補助の上限 

H26 
21 件 21 件 10 戸未満 2 万円 

10kW 
9 件 9 件 10 戸以上 5 万円 

H27 0 件 30 件 一律 2 万円 10kW 

※平成 27 年度からは補助対象を全戸連系とした。 

 

本編 78～79 ページ 

平成 27 年度からは、住宅用太陽熱利用システム設置者への補助制度を新たに始めました。 

【補助件数と補助の上限】 

 補助件数 
補助件数 

の累計 
補助の上限 

H27 62件 62件 3万円 

 

本編 79 ページ 

平成 25年度からは建築指導課と共同して、市内における住まいの低炭

素化を促進するため、本市の気候風土に合った省エネルギー・低炭素型

の「次世代エコハウス」として認定された住宅の新築・購入費の補助を行う

制度を開始しました。次世代エコハウスとして認定されるための条件は、

国の低炭素建築物認定を受けていること、太陽光発電システム若しくは太

陽光温水器を備えていること及び市の定める省エネ設備を備えていること

です。 

【補助件数と補助単価】 

 補助件数 補助件数の累計 補助単価 

H25 12 件 12 件 12 万円 

H26 7 件 19 件 15 万円 

H27 15 件 34 件 15 万円 

 

本編 81～82 ページ 

倉敷市役所における平成 27 年度の温室効果ガス *排出量は、平成 19 年度（基準年）に比べると 7.3％

減少しました。その理由として、省エネ・節電活動で施設のエネルギー使用量が減少したこと、電力の入札

で温室効果ガス排出量が低い電力会社を採用したこと、水島清掃工場の基幹改良工事に伴い一般廃棄

物の焼却量が減ったためです。 

 

 

 

 

（３）住宅用太陽熱利用システム設置費補助制度 

（４）次世代エコハウス整備促進補助制度 

（５）倉敷市役所の温室効果ガス排出実績 
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【削減対象別温室効果ガス排出実績】 

 

 

 

 

 

 

 

１０ 環境教育・環境学習の推進本編 84 ページ 

現在の環境問題は、企業の生産活動に伴う産業型公害から、大量の資源やエネルギーを消費するスタ

イル・事業活動による環境の悪化へと変わってきています。このため、市民一人ひとりの協力がなくては環

境問題を解決することはできません。 

そこで、倉敷市では環境問題に対する市民・事業者の意識を高めるため、広報活動・講演会・催し物の

開催などの各種事業を行っています。また、受け身で話を聞くだけでなく、主体的に行動し五感をとおして

学ぶことのできる体験型の環境学習も充実させていきます。 

 

本編 95～97 ページ 

これからの環境保全の担い手となるのは子どもたちです。子どもたちへ質の良い環境学習・環境教育機

会を多く提供することで、子どもたちの環境に対する意識は良い方向へ向かい、自ら考え行動する大人に

なると考えられます。子どもたちへこのような機会を提供するため、次のような事業を行いました。 
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子どもの環境教育の充実 

 

■温室効果ガス 

太陽により暖められた熱を吸収・再放射し、地球表面の温度を高めているガス。このような働きが温室に

似ているため温室効果ガスと呼ばれている。 
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◇エコライフチャレンジ 

 市内の小学生 5、6 年生を対象に、夏休みや冬休み前に地球

温暖化やエネルギーの大切さについて学び、休み中に各自が

家庭で省エネ等、学んだことを実践し、その成果を休み明けにグ

ループ討議をして発表するという出前講座、「エコライフチャレン

ジ」、「自然エネルギーキャラバン」を行いました。 

認定ＮＰＯ法人おかやまエネルギーの未来を考える会と共同

で実施し、平成 27年度は6つの小学校で、児童 376人が参加し

ました。 

 

◇エコサマースクール 

小学校の夏休み期間にあわせ、環境ＮＰＯ等と連携し、小学生親子を対象とした「環境」「エコ」をテーマ

とした体験型の環境学習講座を実施しました。 

平成 27 年度は、新たにイオンモール倉敷イベントホールをお借りしてのキックオフイベントを開催し、エ

コサマースクールの規模を拡大しました。 

期間：平成 27 年 7 月 18 日～8 月 31 日  講座数：延べ 38 講座、1,633 人受講 

○エコサマースクール in イオンモール倉敷（13 講座） 

○エコサマースクール（25 講座） 

 

 

 

 

小学校出前授業風景 

ウッドチェアを作ろう！ ジェルオブジェ体験 


	次第
	倉敷市地球温暖化対策実行計画と改定
	議事2　平成28年度版倉敷の環境白書 について(概要版)
	Topics1:「第二次倉敷市緑の基本計画」策定
	Topics2:住宅用太陽熱利用システム設置費補助事業開始
	平成２７年度トピックス
	■揮発性有機化合物（ＶＯＣ）
	■テトラクロロエチレン
	■硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素
	■上乗せ排水基準
	■硫黄酸化物（ＳＯx）
	■窒素酸化物（ＮＯx）
	一酸化窒素（ＮＯ）と二酸化窒素（ＮＯ２）などの窒素の酸化物の総称で、主として重油、ガソリン、石炭などの燃料を燃やすことにより発生します。
	呼吸器疾患の原因となるだけでなく、光化学オキシダントの原因物質の一つです。
	■ばいじん
	■浮遊粒子状物質（ＳＰＭ）
	大気中に浮遊する粒子状物質で、その粒の直径が0.01mm以下のものをいいます。大きさが非常に小さいため、軽く、すぐには落下せず大気中を浮遊します。工場・事業場、自動車、船舶などで使われる燃料が燃焼する過程で、すす等として発生するほか、自動車の走行によって地上から舞い上がることもあります。一方、自然界でも、黄砂や火山灰等により発生します。
	大気中に浮遊する粒子状物質のうちでも特に粒径の小さいものをいいます（粒径2.5μm以下の微小粒子状物質）。
	■光化学オキシダント
	■一酸化炭素（ＣＯ）
	■有害大気汚染物質
	■ベンゼン
	■環境騒音
	■振動対策指針値
	■特定悪臭物質
	■ダイオキシン類
	■底質
	■温室効果ガス


